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2014.7.15 墨田区子ども・子育乳幼児 WG 検討資料 
 

【墨田区子ども・子育て会議検討資料】教育・保育の確保イメージ 

 

 

 

 

 

１ 墨田区の現状（施設分布図は、別紙のとおり） 

施設区分 北部 南部 区全体 
施設数 ２９園 １９園 ４８園 

認可保育園 
利用定員数 ２,７１４人 １,６７２人 ４,３８６人 
施設数 ０園 １園 １園 

認定こども園 
利用定員数 ０人 １９６人 １９６人 
施設数 ９園 ６園 １５園 

幼稚園 
利用定員数 ８９８人 ５８５人 １,４８３人 
施設数 ３箇所 １箇所 ４箇所 小規模保育 

（B・C 型を想定） 利用定員数 ５３人 １１人 ６４人 
施設数 ２０人 ９人 ２９人 

家庭的保育 
利用定員数 ５８人 ２１人 ７９人 
施設数 ５箇所 １２箇所 １７箇所 その他 

（認証保育所等） 利用定員数 １６３人 ３４４人 ５０７人 
施設数 ６６施設 ４８施設 １２４施設 

区全体 
利用定員数 ３,８８６人 ２,８２９人 ６,７１５人 

（平成２６年４月１日現在） 
 
２ 確保策の考え方 

（１）前提事項 

  ○ 本資料で示す確保策は、確保量（利用定員数、施設数）や財政負担の増分をわかりやす

くするため、既存園の施設形態や利用定員数に変更はなく、すべて新設によるものとして

算出している。 

  ○ 新設する施設は、特定教育・保育施設のうち、ニーズ（見込み量）の多い認可保育所及

び認定こども園の２種類とする。 

※ 幼稚園の見込み量は、認定こども園で確保する。また、地域型保育事業（小規模保

育、家庭的保育、居宅訪問型事業、事業所内保育）の見込み量は、すでに確保できて

いることから、本資料では考慮していない。 

  ○ 各年度における確保量の基準日は、翌年度４月１日とする。（例：平成２７年度確保量⇒

平成２８年４月１日（基準日）の確保量と平成２７年４月１日の確保量との差） 

  ○ 確保策は、財政負担の平準化を図りながら、平成３１年度までの５ヵ年で段階的に実施

していくこととする。そのため、目標とする必要確保量は、平成３１年度の数値とする。 

○ 年度別の確保量のうち、新制度初年度に当たる平成２７年度は、今後の準備期間等を考

慮して、他年度の整備数の同数以下の確保量とする。 

○ 確保量は、施設単位を基準とする。その際、各年齢の確保量が、必要確保量を上回って

しまう（余剰が生じる）場合は、認可保育所、認定こども園の相互に余剰数で不足数を補

うことができることとする。 

  ○ 確保策の財政推計は、事業主体を民間事業者として算出する。 

 

（２）個別事項 

ア 認可保育園 
 ○ １～２歳児、３～５歳児の利用定員に余剰が生じていることを考慮し、０歳児の見込

み量を確保基準として整備する。 

※ 本資料は、墨田区子ども・子育て会議（乳幼児ワーキンググループ）で教育・保育の確保

策を検討するために作成したものであり、確保の内容（確保策、確保量（利用定員数、施設

数）、財政推計等）は、すべて仮定のものである。 
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イ 認定こども園 
   ○ 認可保育所と同様、０歳児の見込み量を確保基準として整備する。 
 
３ 確保策におけるモデルケース 

（１）認可保育園 

利用定員数（計１０５人） 

年齢 定員（必要な保育士数、面積） 年齢区分定員 

整備費 

（イニシャルコスト） 

年間運営費 

（ランニングコスト） 

０歳児 １２人 （４人、３９.６㎡） １２人 

１歳児 １５人 （３人、４９.５㎡） 

２歳児 １８人 （３人、３５.６４㎡） 
３３人 

３歳児 ２０人 （１人、３９.６㎡） 

４歳児 ２０人 （１人、３９.６㎡） 

５歳児 ２０人 （１人、３９.６㎡） 

６０人 

合計 １０５人 （13人、243.54 ㎡） １０５人 

区負担額 

211,476 千円

（基準額 

241,687 千円

×7/8） 

区負担額 

110,733 千円 

（公定価格

の全額） 

   ※１ 利用定員数は、保育士配置基準等を考慮して設定（１歳児は５：１） 
   ※２ 整備費は、安心こども基金の基準額で設定（国からの歳入分は考慮していない） 
   ※３ 年間運営費は、国が示す公定価格試算表で設定（国からの歳入分は考慮していない） 
 

（２）認定こども園 

利用定員数（計１４７人） 

年齢 定員（必要な保育教諭数、面積） 年齢区分定員 

整備費 

（イニシャルコスト） 

年間運営費 

（ランニングコスト） 

０歳児 ９人 （３人、２９.７㎡） ９人 

１歳児 １５人 （３人、４９.５㎡） 

２歳児 １８人 （３人、３５.６４㎡） 
３３人 

３歳児 
３５人 

(うち２号20人) 

（２人、６９.３㎡） 

４歳児 
３５人 

(うち２号20人) 

（２人、６９.３㎡） 

５歳児 
３５人 

(うち２号20人) 

（２人、６９.３㎡） 

１０５人 

（１号 45

人、2 号 60

人） 

合計 １４７人 （15 人、322.74 ㎡） １４７人 

区負担額 

331,537 千円 

（基準額 

378,900 千円

×7/8） 

※ 

保育所部分 

241,600 千円 

幼稚園部分 

137,300 千円 

区負担額 

133,669 千円 

（公定価格

の全額） 

※１ 利用定員数は、０～２歳児は保育士配置基準、３～５歳児は１学級基準等を考慮し

て設定（１歳児は５：１） 
   ※２ 整備費は、安心こども基金の基準額で設定（国からの歳入分は考慮していない） 
   ※３ 年間運営費は、国が示す公定価格試算表で設定（国からの歳入分は考慮していない） 
 
４ 確保策の内容 

前記１～３を踏まえて、施設区分ごとに、年度別の確保策を定める。 
【区北部】 

施設区分 
認定 

区分 
年齢 

必要確保

量（Ａ） 

年齢別モ

デル数（Ｂ） 

整備基準 

（Ａ）／（Ｂ） 
整備数 

確保量 

(Ｃ) 

増減 

（Ｃ）－（Ａ） 

０歳 42 人 12 人 3.50 42 人 0 人 
３号 

１～２歳 －224 人 33 人 0 116 人 340 人 
認可保育

所 
２号 ３～５歳 －842 人 60 人 0 

3.50 

210 人 1,052 人 

０歳 54 人 9 人 6.00 54 人 0 人 
３号 

１～２歳 166 人 33 人 5.03 198 人 32 人 

２号 ３～５歳 509 人 60 人 8.48 360 人 －149 人 

認定こど

も園 

１号 ３～５歳 257 人 45 人 5.71 

6.00 

270 人 13 人 

※１ 認定こども園の２号の不足数１４９人は、認可保育所の２号の余剰数で補う。 
 ※２ 認定こども園の１号には、幼稚園（１号）の必要確保量が反映されている。 
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○年度別確保量 

施設区分 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ 合計 

施設数 0.50 1 1 1 － 3.50 

整備費 105,738 211,476 211,476 211,476 － 740,166 認可保育所 

運営費 － 55,366 166,099 276,832 387,565 885,862 

施設数 1 1 2 1 1 6.00 

整備費 331,537 331,537 663,074 331,537 331,537 1,989,222 
認定こども

園 
運営費 － 133,669 267,338 534,676 668,345 1,604,028 

施設数 1.50 2 3 2 1 9.50 

整備費 437,275 543,013 874,550 543,013 331,537 2,729,388 合計 

運営費 － 189,035 434,437 819,845 1,055,910 2,499,227 

  ※１ 整備費・運営費の単位は千円 
  ※２ 整備は単年度費用、運営費は各年の積み上げで算出している。 
  ※３ 認定こども園の整備数は、南部の整備数と併せて平準化を図っている。 
 
【区南部】 

施設区分 
認定 

区分 
年齢 

必要確保

量（Ａ） 

年齢別モ

デル数（Ｂ） 

整備基準 

（Ａ）／（Ｂ） 
整備数 

確保量 

(Ｃ) 

増減 

（Ｃ）－（Ａ） 

０歳 130 人 12 人 10.83 130 人 0 人 
３号 

１～２歳 133 人 33 人 4.03 357 人 224 人 
認可保育

所 
２号 ３～５歳 169 人 60 人 2.82 

10.83 

650 人 481 人 

０歳 54 人 9 人 6.00 54 人 0 人 
３号 

１～２歳 172 人 33 人 5.21 198 人 26 人 

２号 ３～５歳 542 人 60 人 9.03 360 人 －182 人 

認定こど

も園 

１号 ３～５歳 158 人 45 人 3.51 

6.00 

270 人 112 人 

※１ 認定こども園の２号の不足数１８２人は、認可保育所の２号の余剰数で補う。 
 ※２ 認定こども園の１号には、幼稚園（１号）の必要確保量が反映されている。 
 
 ○年度別確保量 

施設区分 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ 合計 

施設数 2 2.83 2 2 2 10.83 

整備費 422,952 598,477 422,952 422,952 422,952 2,290,285 

認 可 保

育所 

運営費 － 221,466 534,840 756,306 977,772 2,490,384 

施設数 1 2 1 1 1 6.00 

整備費 331,537 663,074 331,537 331,537 331,537 1,989,222 

認 定 こ

ども園 

運営費 － 133,669 401,007 534,676 668,345 1,737,697 

施設数 3 4.83 3 3 3 16.83 

整備費 754,489 1,261,551 754,489 754,489 754,489 4,279,507 合計 

運営費 － 355,135 935,847 1,290,982 1,646,117 4,228,081 

  ※１ 整備費・運営費の単位は千円 
  ※２ 整備は単年度費用、運営費は各年の積み上げで算出している。 

※３ 認定こども園の整備数は、北部の整備数と併せて平準化を図っている。 
 
 
 
 
 
 
 



- 4 - 

 

【区全体の年度別確保量】 

施設区分 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ 合計 

施設数 2.5 3.83 3 3 2 14.33 

整備費 528,690 809,953 634,428 634,428 422,952 3,030,451 

認可保

育所 

運営費 － 276,832 700,939 1,033,138 1,365,337 3,376,246 

施設数 2 3 3 2 2 12 

整備費 663,074 994,611 994,611 663,074 663,074 3,978,444 

認定こ

ども園 

運営費 － 267,338 668,345 1,069,352 1,336,690 3,341,725 

施設数 4.5 6.83 6 5 4 26.33 

整備費 1,191,764 1,804,564 1,629,039 1,297,502 1,086,026 7,008,895 合計 

運営費 － 544,170 1,369,284 2,102,490 2,702,027 6,717,971 

※ 整備費・運営費の単位は千円 
 
５ 今後の主な検討課題 

（１）見込み量の補正 

   ０歳児の量の見込みの算出に当たっては、現在、国において育児休業の取得状況の実態等

を踏まえ、よりニーズの実態に近い「量の見込み」を算出する方法を検討しており、今後、

提示される予定である。 

   そのような動向も踏まえて、適宜、量の見込みを補正していくことが重要である。 

 

（２）適正な施設数の確保 

   本資料では、区全体で認可保育所を１４.３３施設、認定こども園を１２施設と多数の施設

整備が必要となる。新設に当たっては、施設基準を満たす適当な立地条件・規模の確保、財

政負担の増加など、解決すべき様々な課題が考えられる。既存園の改築・改修や施設形態の

移行（認可保育所から認定こども園、認証保育所から認可保育所など）等により量の確保を

行うなど、適正な施設数を確保していくことが重要である。 

 

（３）公有地等の活用 

   オープンスペースの少ない本区において、施設整備に必要な場所の確保は、大きな課題で

ある。区有地や都有地の活用とともに、民間の大規模開発等の契機を生かして、適地を確保

していくことが重要である。 

 

（４）財政推計の精査 

   本内容では、整備については現行の安心子ども基金の整備基準、運営費については現時点

で示されている公定価格のみの金額で財政推計を行っているが、今後の国の助成制度などの

動向を踏まえながら、より適正な金額で推計することが重要である。 

 

（５）新制度事業計画の策定 

   本区では、平成２４年度に墨田区保育所整備指針を策定し、保育所の整備数や整備方法等

をまとめた（仮称）墨田区保育所整備計画を今後策定することとしている。一方、本内容か

らもわかるとおり、確保策は保育所の整備のみで考えられるものではないため、新制度事業

計画で位置付けていくことが重要である。 


